 築地営業権問題は改悪法から全国の市場と地域経済を守る最前線
　　　　　　　　　　　　　　　　菅原邦昭（東北地区水産物卸組合連合会）
【 ｢改悪｣に先駆け、真っ先に｢豊洲仲卸10年以内の消滅｣を掲げた東京都 】
  全国の卸売市場では今、開設者を中心に、それぞれの市場の「業務規程の見直し」のための協議が進められています。

　昨年の卸売市場法「改正」の「意向」に符合する業務規程へと変更を促すため、農水省が全国の卸売市場開設者に指示したことによるものです。

　「改正法」は、「卸売の相手方の制限」や卸の「自己の計算に基づく卸売の禁止」など、卸売市場の根幹をなすルールのほとんどを廃止し、その一方では、違法取引とされて来た「第三者販売」を容認する内容となっています。

　ご承知のように、「第三者販売」とは、仲卸業者による市場の価格形成機能を完全に無視する売買行為であり、別名を「強者の価格誘導取引」、更には「仲卸不要取引」とも称され、最悪の不公正取引の代名詞です。

　これを容認したということは、卸売市場制度の要(かなめ)の中の要である、｢仲卸必置原則(なかおろしひっちげんそく―農林省昭和46年『卸売市場法の解説』)｣を否定することと同義であることは、少しでも市場取引を経験した方なら自明のことです。

　つまり、このことの意味するのは、昭和46年の「卸売市場法制定」で行政により市場内での入場営業を許可された仲卸の、法的存在根拠が、当事者に何ら説明も無く、「法改正」のドサクサの中で葬り去られたということなのです。

　これが今、全国の仲卸業者、ひいては売買参加人、買出人、そして公正・公平取引の市場制度で成立している全国の地域経済、及びその地域経済に依拠して暮らしを立てている地域住民が当面している共通の重大危機と言えます。
　この重大危機と、築地市場の皆さんの「豊洲移転に伴う営業権問題」は同じ病根から生じているものです。
　それは、仲卸業者などが「公正・公平な制度流通」のために営々と築き上げて来た、営業権、財産権、を無視して憚らない行政の横暴な態度であり、法が認める正当な協議要請を、無法な行政と処分で抑圧する「病根」のことです。
　しかし、同じ「病根」とは言っても、これらの事態の推移を見れば、東京都が、「改悪法」の「尖兵」の役を担わされているということが分かります。
　何故なら、「仲卸不要取引」どころか「仲卸の消滅」を、今回の「法改正」に先んじて、真っ先に打ち出したのが、実は東京都だからです。

　一例を挙げましょう。「法改正」一年ほど前の2017年6月13日、東京都は、「市場問題プロジェクトチーム第一次報告書」を発表しました。
　そこには〔豊洲市場の将来像{おおむね10年後までの想定}〕として次のように書かれています。(インターネットで、誰でも入手出来ます)
「1 豊洲市場では、閉鎖型・全空調で入荷し、…生鮮品の取引もITで行わ
れ…モノの流れと金の流れの分離が加速する。②…生産者と買受人との直接取引がITを通じて行われ、運送会社と物流センターが主要なアクターとなる。③豊洲市場の将来の姿は…セリをおこない、買受人に商品を届ける仲卸の姿はない。…モノとカネの流れが分離した豊洲市場の究極の姿は、もはや卸売市場法に言う卸売市場ではない。」(※太字 筆者　報告書42頁)
この報告書がまとめられるまでのほぼ一年間、都が農水省と綿密な打ち合わせを繰り返していたことも明らかです。(例  都議選後の7月7日知事大臣協議など)

【　抑圧・陰謀まみれの「豊洲移転策動」に仲卸の未来はありません。
　 営業権の闘いでこそ、仲卸と都民、全国の地域経済の未来が拓かれます 】
　　この報告書を読めば、「豊洲移転」なるものが、如何に仲卸や都民を愚弄し
ているものであるかが分かります。
報告書の特徴を言えば、まず、「築地存続を望む、道理も根拠もある委員の声を、権力者が全く無視して、結論だけ、豊洲移転に無理やり捻じ曲げた重要証拠書類」だという点にあります。
更には、卸売市場法改悪の尖兵として、まずは豊洲市場から仲卸制度の破壊の見本を示すという役割を担っているということが分かるという点です。
そして、ここにこそ、築地仲卸の営業権を守る闘いには、全国の仲卸業者の「仲卸必置原則」を守って闘うこととの深い「関係性」、全国的な共闘発展への可能性が秘められているのです。一言で言えば、築地営業権の闘いは、全卸売市場の闘いなのです。
都知事と都政、その背後で動く国政の「法も道理も無視した行政の強行」、「恥知らずな横暴と自負」の背後には、財界、今日、多国籍資本と化した日米のTPP、FTA推進勢力が控えて、お墨付きを与えていることは、既に多くの方面から指摘されています。
種子法廃止や、大企業参入の漁業法改悪も、この勢力の意向です。
しかし、行政に横暴を振るわせている彼らにも弱点はあります。それも、民主憲法を持つ先進国全ての国における、彼らにとっては世界共通の弱点です。
その一つは、コモンズ (今日では、共生の為の共有、総有とも呼ばれる)という人間社会普遍の原則であり、もう一つは、そこに根ざした、農林水産業の入会権、営業権、「のれん」、ひいては、私達の生存のための財産権です。
これらは全て憲法に保証されている強力な権利です。
また、私達仲卸の営業形態とは、行政がつくったものなどではありません。戦前と戦後の市場制度の中で、先人たち自身が、公共流通に適応出来るスタイルへと、失敗の中から作り上げて来たもので、典型的な「のれん」にあたります。
これも、強力な営業権の一つであり、財産権でもあります
ところが、国も、都も市場業者に存在するこれらの明々白々な権利には口を閉ざし、知らん振りをして、息のかかった組合幹部などには何の意味も無い移転賛成を言わせ、それを強行して、これらに異議を唱えるものには陰に陽に圧力を掛け、しまいには行政処分をする。
誰が見ても恐ろしいほどの凶暴な行政の振る舞いです。
しかし、それは、彼らの強さを証明しているものではありません。
その逆で、多くの仲卸業者が権利を主張して立ち上がったならば、必ず自分達が違法な行為をしていたことを認めざるを得なくなる恐怖を抱いているから、闘う人が少数の内に、正に、どこかの金王朝と同じく、ひどい見せしめをやっているに過ぎないのです。

こんな行政を受け入れ続ける先には、私達仲卸の未来も、東京都民の未来も地域経済もありません。
昨夏に、既に営業権を自覚した人々が立ち上がれば、私達はみんなの未来を守れます。勝利出来るのです。共に、未来を切り開きましょう。
　
